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≪日本経済動向≫

日本経済実質GDP

内閣府「国民所得統計」によると日本経済の実質成長

率は、7-9月期で前年比1.1%成長にとどまり4-6月期

の同2%から大きく低下した。前期比年率ではマイナス

1.8%となり、4-6月同2.3%に対して成長速度にも強

いブレーキがかかる結果となった。主因は、内需面では

住宅投資、外需では輸出の減少にある。とくに、住宅投資

は同32.5%減となった。建築規制強化が住宅投資に大

きく影響する結果となった。(資料:内閣府)
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日本経済実質消費低迷

日本経済の約6割を占める7-9月期の実質消費は、前

年比0.8%成長で1-3月期同1.8%から減速し、2025

年に入り徐々に成長レベルを切り下げてきている。前期

比年率でも4-6月期の1.5%から7-9月期同0.6%に低

下、プラス成長ではあるものの大きく減速している。個

人所得は賃上げ等を反映し増加しているものの、食料品

をはじめとした消費者物価上昇から実質ベースでは減速

する結果となった。(資料:内閣府)

インフレ圧力和らぐ

金融政策に大きな影響を与える インフレ動向を日本

経済全体の状況を示すGDPデフレーターで見ると、7-9

月期、前年比で2.8%上昇と4-6月期同2.9%に対して

ほぼ横ばいの状況にある。但し、前期比では0.6%上昇

と4-6月期同1%からやや減速し、インフレ上昇圧力は少

し和らぐ結果となった。但し、依然として高い水準にあり、

今後の為替動向による輸入コスト、そして賃上げによる

労働コストの上昇等留意が必要となる。(資料:内閣府)
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